
別紙二

22

22

CPD単位
取得数

30

22

24

８ ２30 年 月 日

月 日 ８ ２29 年

８ ２28 年 月 日

月 日 ８ ２27 年

８ ２26 年 月 日

月 日 ８ ２25 年

８ ２24 年 月 日

月 日 ８ ２23 年

８ ２22 年 月 日

月 日 ８ ２21 年

８ ２20 年 月 日

月 日 ８ ２19 年

８ ２18 年 月 日

月 日 ８ ２17 年

８ ２16 年 月 日

月 日 ８ ２15 年

８ ２14 年 月 日

月 日 ８ ２13 年

８ ２12 年 月 日

月 日 ８ ２

1 3 1 第00080000008号

11 年

1 3 1 1 3 1６４ ８ ２ 0 1 1

第00070000007号

10 大島　善吉 Ｓ３３ 年 １２ 月 １０ 日

0 5 1 1 3 10 1 1 1 3 1月 ８ 日 ５１ ８ ２

1 3 1 第00060000006号

９ ○ 熊毛　正 Ｓ４６ 年 ８

1 3 1 1 3 1４２ ８ ２ 0 1 1

第00050000005号

８ 大隅　次郎 Ｓ５５ 年 ２ 月 ２２ 日

0 5 1 1 3 10 1 1 1 3 1月 １０ 日 ４０ ８ ２

1 3 1 第00040000004号

７ 川内　瑞恵 Ｓ５７ 年 ７

1 3 1 1 3 1３５ ８ ２ 0 1 1６ 霧島　隼人 Ｓ６２ 年 １１ 月 ３０ 日

0 5 2 7 3 2月 １ 日 ３５ ８ ２

1 4 2

５ 鹿屋　航平 Ｓ６２ 年 １２

1 4 2 1 3 2３４ ８ ２ 0 1 2

第00020000002号

４ 出水　千鶴 Ｓ６３ 年 １２ 月 ２ 日

0 5 1 1 3 10 1 1 1 3 1月 ２１ 日 ３４ ８ ２

1 3 1 第00010000001号

３ 指宿　誠 Ｓ６３ 年 １２

1 3 1 1 3 1３３ ８ ２ 0 1 1２ 桜島　花子 Ｈ元 年 ６ 月 ６ 日

0 5 2 1 4 20 1 2 1 4 2月 １ 日 ２７ ８ ２１ ○ 鹿児島　太郎 Ｈ７ 年 １

講

習

受

講

業種
コード

有資格
区分
コード

講

習

受

講

監理技術者資格者証
交付番号

3 5 10

頁

通番

新
規
掲
載
者

氏　　　　　名 生　年　月　日

審査
基準日
現在の
満年齢

業種
コード

有資格
区分
コード

技　術　職　員　名　簿

項 番 3 5

頁 数 ８ １

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ ５

（記載例５）

「監理技術者資格者証」の交付番号を記入する

（審査基準日）

令和４年１１月３０日

（申請書提出日）

令和５年６月１５日 の場合の例

当事業年度開始日の直前１年以内に当社の技術職
員となった者に○を付す。

審査基準日時点の満年齢を記載。
※年齢の若い順から記載（推奨）

若年技術職員（４名）

新規若年技術職員（１名）
技術職員数（１０名）

○技術職員について
次のいずれかの技術職員のみが対象となります。

・審査基準日以前に６か月を超える恒常的な雇用関係があり，かつ，雇用期間を特に限定することなく常時雇用されている者
・雇用期間が限定されている者のうち，審査基準日において高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第９条

第１項第２号に規定する継続雇用制度の適用を受けているもの

○常勤の考え方
・「日々雇用」は，１日の雇用という期間を限定された雇用が繰り返されたものであるため，ここでいう常勤の技術職員には該当しない。
・「農閑期だけ」又は「この工事が済むまで」というものも雇用期間を限定されたものであるので，該当しない。
・他の従業員が２５日の勤務であるにもかかわらず，当該者が１０日の勤務だけでよいというものは，「常勤」の要件に欠けると考えられる。

また，他の従業員が１日８時間の勤務であるにもかかわらず，当該者が１日４時間の勤務だけでよいというのも「常勤」の要件に欠けると
考えられる。

○「講習受講」欄について
申請する業種について，次の①から③の要件を全て満たす場合は「１」を，それ以外の場合は「２」を記入する（空欄はありません）

① 法第１５条第２号イに該当する者であること（１級国家資格者相当）
② 監理技術者資格者証の交付を受けていること
③ 法第２６条の４から法第２６条の６までの規定による講習を，受講しており，

監理技術者修了証の講習修了した日が審査基準日より前の日付 かつ
審査基準日が講習修了した日の属する年の翌年から５年以内に含まれていること
上記①であることの証明となる資格者証等に加え，監理技術者資格者証の両面写し，監理技術者講習修了証の写しを徴求して確認。

有資格区分コード 「技術職員の有資格・対応業種コード及び経審配点一覧表」
を参照の上，記入

○技術職員１人につき２業種まで申請できる
（２業種の考え方）

・ １つの資格から２業種を選択する場合
（例１）１級土木施工管理技士→土木工事業，とび・土工工事業

この場合，同じ有資格区分コードを２か所に記入する
・ ２つの資格から１業種ずつ選択する場合

（例２）１級土木施工管理技士，１級建築施工管理技士
→ 土木工事業，建築工事業

※２つの資格で１業種を選択することはできません。
例：１級土木施工管理技士，１級建築施工管理技士

→ とび・土工工事業
【若年技術職員の継続的な育成及び評価の状況】

若年技術職員４名 ÷ 技術職員数１０名 ＝ ４０％ ＞ １５％ ‥ 該当

【新規若年技術職員の育成及び確保の状況】

新規若年技術職員１名 ÷ 技術職員数１０名 ＝ １０％ ＞ １％ ‥ 該当

満年齢が上がるのは誕生日の前日である（年齢

計算ニ関スル法律（明治３５年法律第５０号）

ため，３５年目の誕生日が審査基準日の２日後

以降の者が，若年技術職員に該当します。

審査基準日には３５歳に達しているので，
若年技術職員に該当しません。

○「ＣＰＤ単位取得数」欄について
技術職員名簿に記載された者の中で，審査基準日から１年以内に取得したＣＰＤの単位取得数を記載すること。
＊ＣＰＤ単位取得数＝ＣＰＤ単位数÷｛ＣＰＤ認定団体毎の数値（注）｝×30
（ただし，算入できるＣＰＤ単位取得数は一人あたり30単位を上限とする。）
（注）ＣＰＤ認定団体毎の数値は記載例21を参照すること。
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技 術 職 員 名 簿 の 記 載 方 法 に つ い て

○ ２業種の考え方

評価対象（専任技術者資格として認められているもの）となっている業種の中から任意の２つを選

ぶことができます。

（例）１級土木施工管理技士・１級建築施工管理技士・１級電気工事施工管理技士を所有している技

術者の評価方法について

○ 技術者の評価について

１級技術者が講習修了日が審査基準日より前の日付かつ審査基準日が講習修了した日の属する年

の翌年から５年以内に含まれている監理技術者講習修了証を保有している場合は，６点評価しま

す。

なお，２級技術者及びその他技術者が監理技術者講習修了者証を保有していても１点加点評価は

行ないません。

１ 級 技 術 者

監理技術者資格者証保有 １級技術 監理技術 レベル４ １級技術 レベル３ ２級技術者 その他

かつ 者であっ 者補佐 の建設技 者以外の の建設技 又は１級技

審査基準日以前（審査基 て左以外 能者 基幹技能 能者 能士

準日を含む）５年以内に の者 者

監理技術者講習受講

点数 ６点 ５点 ４点 ３点 ２点 １点
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別紙三

建設工事の担い手の育成及び確保に関する取組の状況

控除対象者数

建設業の営業継続の状況

防災活動への貢献の状況

法令遵守の状況

建設業の経理の状況

研究開発の状況

建設機械の保有状況

国又は国際標準化機構が定めた規格による認証又は登録の状況

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ ４

その他の審査項目（社会性等）

項 番 3

雇用保険加入の有無 ４ １ 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

3

厚生年金保険加入の有無 ４ ３ 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

3

健康保険加入の有無 ４ ２ 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

3

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 ４ ５ 〔1.有、2.無 〕

3

建設業退職金共済制度加入の有無 ４ ４ 〔1.有、2.無 〕

若年技術職員の継続的な育成及び確保 4 7 〔1.該当、2.非該当 〕 10

3

法定外労働災害補償制度加入の有無 ４ ６ 〔1.有、2.無 〕

(人) 4 (人) 40 (％)

3 新規若年技術職員数(Ｃ) 新規若年技術職員の割合(Ｃ／Ａ)

3 技 術 職 員 数 ( Ａ ) 若 年 技 術 職 員 数 ( Ｂ ) 若年技術職員の割合(Ｂ／Ａ)

(人) 10 (％)

3 5 10 11

新規若年技術職員の育成及び確保 4 8 〔1.該当、2.非該当 〕 1

15

CPD単位取得数
,

4 9
,

20

技能レベル向上者数

（人）

3 5 9 10

（単位） 技術者数
,

５ ０
,

15

（人）
技能者数

3

次世代育成支援対策推進法に基づく認定の状況 ５ ２ 〔1.くるみん認定、2.トライくるみん認定、次世代育成支援対策推進法に基づく認定の状況 3.プラチナくるみん認定、4.非該当 〕

（人）

3

女性の職業生活における活躍の推進に関す
る法律に基づく認定の状況

５ １
1.えるぼし認定（1段階目）、2.えるぼし認定（2段階目）、
3.えるぼし認定（3段階目）、4.プラチナえるぼし認定 、5.非該当

（人）
,,

3

建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積す
るために必要な措置の実施状況

５ ４ 〔1.「全ての建設工事で実施」に該当、2.「全ての公共工事で実施」に該当、3.非該当 〕

3

青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定の状況 ５ ３ 〔1.ユースエール認定、2.非該当 〕

   年     月     日 年　　　　か月

3 5 初めて許可（登録）を受けた年月日 休業等期間 備考（組織変更等）

営業年数 ５ ５

民事再生法又は会社更生法の適用の有無 ５ ６ 〔1.有、2.無 〕 令和

（年）
昭和
平成
令和

   年     月     日 令和      年     月     日 令和      年     月     日

3

3 再生手続又は更生手続開始決定日 再生計画又は更生計画認可日 再生手続又は更生手続終結決定日

営業停止処分の有無 ５ ８ 〔1.有、2.無 〕

3

防災協定の締結の有無 ５ ７ 〔1.有、2.無 〕

3

監査の受審状況 ６ ０
  1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
  3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無

3 5

指示処分の有無 ５ ９ 〔1.有、2.無 〕

3

3 5

二級登録経理試験合格者等の数 ６ ２ ,

公認会計士等の数 ６ １ ,

（人）

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前 審査 対象 事業 年度

（人）

3 5 10

研究開発費（２期平均） ６ ３ , （千円）, , (千円)

’ ’ ’ ’ ’ ’

(千円)

（台）

3

エコアクション２１の認証の有無 ６ ５ 〔1.有、2.無 〕

3 5

建設機械の所有及びリース台数 ６ ４

3

ＩＳＯ１４００１の登録の有無 ６ ７ 〔1.有、2.無 〕

3

ＩＳＯ９００１の登録の有無 ６ ６ 〔1.有、2.無 〕

労働者が１人もいないため適用
が除外される場合

全国土木建築国民健康保険組合等
に加入しているため適用が除外さ
れる場合

個人で従業員が４人以下であるた
め適用が除外される場合

「1 有」の場合は，建退共の履行
証明書を添付する。

技術職員名簿のうち，技術職員合計人数（Ａ），審査基準
日現在の満年齢が３５歳未満の者（Ｂ），新規掲載者に○
印が付された者で審査基準日現在の満年齢が３５歳未満の
者（Ｃ）をそれぞれ計上

「技術者数」の欄に記載した数に含まれる
者が審査基準日以前１年のうちに取得した
ＣＰＤの単位取得数を記載 「別紙２ 技術職員名

簿」に記載された技術職
員の数と，様式第４号の
技術者の数の合計と一致
する

「技能者数」の欄に記
載した数に含まれる者
が審査基準日以前３年
のうちに評価の区分が，
１以上向上（レベル１
から２等）した技能者
について記載

審査基準日以前３年のうちに
工事の施工に従事した者で
あって，施工体制台帳の作業
員名簿に記載の建設工事に従
事する者の数から，建設工事
の施工の管理のみに従事した
者(監理技術者や主任技術者
として管理に係る業務のみに
従事する者)の数を除いた数
を記載(１人以上の場合は様
式第５号の添付が必要)

審査基準日の３
年前の日以前に
レベル４と判定
された者の数を
記載

認定証等の写しを添付
する
審査基準日以前に認定
を受けていることが必
要

審査基準日が令和５年
８月14日以降の適用の
ため，それまでは
「３」を記入

許可受けて営業を行っていた年数を記入する。
（休業等の期間を除く。）

休業，廃業，期間切れの期間を記入する。 営業譲渡，合併，組織変更等を具
体的に記入する。

平成23年４月１日以降の申立に係る再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受け，
かつ，再生手続終結の決定又は更正手続終結の決定を受けていない場合は「１」を，その
他の場合は「２」を記入する。

審査基準日において，国，特殊法人等又は地方公共団体との間で，防災活動に関する協定を
締結している場合は「１」を記入する。
その場合，①防災協定の写し，②社団法人等の団体が防災協定を締結している場合は，当該
団体の活動計画書や証明書等を添付する。（①，②両方添付する。）

審査基準日直前１年間に営業停止・指示処分を受けた場合は「１」を，それ以外の場
合は「２」を記入する。
「行政指導」及び発注者が行う「指名停止等措置」は該当しない。

項目60の①，②，③，
④に該当する者を記載

以下の区分により記入（審査基準日時点）
「１」会計監査人の設置を行っている場合
（監査報告書において，無限定適正意見，限定付適正意見が表
明された場合に加点）
「２」会計参与の設置を行っている場合
（会計参与報告書が作成されている場合に加点）
「３」下記の者のいずれかが経理処理の適正を確認した旨の書
類に自らの署名を付したものを提出している場合

① 国土交通大臣が定める講習を受けた公認会計士
又は税理士

② １級登録経理試験に過去５年以内に合格した者
及び登録経理試験に合格し過去５年以内に登録経
理講習を受講した者

③ 平成28年度以前に１級登録経理試験に合格した
者（審査基準日がR5.3月末までに限る）

④ 公認会計士又は税理士であって，資格取得日の
属する年度の翌年度の開始の日から起算して１年
を経過しない者

「４」上記以外

①２級登録経理試験に過去５年以内に合格した者及び登録
経理試験に合格し過去５年以内に登録経理講習を受講した
者
②平成28年度以前に２級登録経理試験に合格した者（審査
基準日がR5.3月末までに限る）

項番60「監査の受審状況」欄において「１」を記載した場合のみ，２期
平均の額を記入する。それ以外の場合は，「０」を記入する。

自ら所有し，又はリース契約（審査基準日から１

年７月以上の使用期間が定められているものに限

る）により使用する建設機械の台数の合計を記入

する（最大15台まで加点）。

保有がある場合，①建設機械の保有状況、ISO等の

取得状況一覧表，②販売契約書写し又はリース契

約の写し，③特定自主点検記録表等の写し，④カ

タログ等当該建設機械の全体像及び型式が確認で

きるもの（④は当該建設機械を初めて申請する場

合のみに添付） を添付する。

エコアクション２１，ＩＳＯ９００１，
ＩＳＯ１４００１を審査基準日時点で取
得している場合に「１」を， 取得して
いない場合は「２」を記入
登録範囲に建設業が含まれていない場合
及び登録範囲が一部の支店等に限られて
いる場合は対象外
取得している場合，①建設機械の保有状
況、ISO等の取得状況一覧表，②認証登録
証明書等の写し を添付する。

-84-

（記載例６）
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